
平成13年3月26日以前に石綿による疾病で死亡された労働者のご遺族で時効により労災保険給付を受け
る権利が消滅した方には、特別遺族給付金が支給されますが、請求期限は法改正により、平成24年3月27
日までとなる見通しです。
請求手続きなどのご相談については、茨城労働局労災補償課(029-224-6217)または日立労働基準監督署
(0294-22-5187)までお問い合わせください。
なお、石綿を原因とする病気については、その原因が仕事によるものか仕事以外のものであるか分から
ない場合、特別遺族給付金の請求と(環境再生保全機構が所管する)救済給付の申請、あるいは労災保険法
に基づく請求と救済給付の申請を同時に行うことも可能です。

粉じん障害防止規則の一部を改正する省令（平成19年厚生労働省令第143号）が平成20年3月1日から施
行されました。
今回は、規制を受ける粉じん作業として新たに、
①ずい道等の内部のずい道等の建設作業のうち、コンクリート等を吹き付ける場所における作業
②屋内において、金属を溶断し、又はアーク溶接する作業のうち、自動溶断し、又は自動溶接する作業

が追加され、粉じん障害防止規則が定める所要の措置を講ずることが義務付けられる内容となっています
ので、ご留意ください。

平成18年4月1日に改正された労働安全衛生法により、職場における労働者の安全と健康の確保をより一
層推進するために、長時間労働者への医師による面接指導制度が導入（規模50人以上の事業場について）
されていますが、平成20年4月1日からは、規模に関係なく、全ての事業場で（規模50人未満の事業場につ
いても）同制度の導入が義務付けられました。
同制度の対象となるケースとしては、労働者の週40時間を超える労働時間が1月当たり100時間を超え、
かつ、疲労の蓄積が認められ、当該労働者が医師による面接指導の申出を行った場合等 となっています。
産業医の選任義務のない規模50人未満の事業場については、県内9ヶ所に設置されている地域産業保健
センターを利用して医師による面接指導を実施することも可能です。日立労働基準監督署管内には以下の
センターが設置されていますので、ご利用ください。

茨城県北地域産業保健センター
日立市東多賀町5-1-1 日立メディカルセンター別館2F 電話 0294-33-0058

平成20年3月1日から労働契約法が施行されました。同法は、「労働契約の成立及び変更」、「労働契約
の継続及び終了」、「期間の定めのある労働契約」などの労働契約についての基本的な民事的ルールが定
められています。
労使双方がこの法律の理解を深め、個別労働紛争を未然に防止し、安心・納得して働けるよう努めてく
ださい。

「最低賃金法の一部を改正する法律」が平成19年12月5日に公布され、平成20年7月1日から施行されま
す。
主な改正内容は、生活保護の施策との整合性にも配慮すること、地域別最低賃金の不払いについての罰
金額が2万円から50万円へ引上げられること、派遣労働者については、派遣元ではなく、派遣先での地域
（産業）の最低賃金が適用されることなどとなっています。
また、同法の改正により、最低賃金適用除外許可制度が廃止され、新たに最低賃金減額特例許可制度が

施行されます。これに伴い、現在最低賃金適用除外許可を受けられている事業場におかれましては、許可
が有効期限内であっても、1年以内(平成21年6月30日まで)に最低賃金減額特例許可を取得し直していただ
く必要がありますので、期限内(1年以内)に申請していただくようお願いいたします。

平成20年4月1日からパートタイム労働法が改正され施行されました。主な改正内容は、労働条件の明示
事項（文書交付等）に「昇給の有無」「退職手当の有無」「賞与の有無」が加えられたこと、通常の労働
者との均衡を考慮し、パートタイム労働者の職務の内容、成果、意欲、能力、経験などを勘案して賃金を
決定するよう努めることなどとなっています。
※法令改正の詳細については、茨城労働局主管部署（029-224-6211代表）または日立労働基準監督署
（0294-22-5187）へお問い合わせください。
また、一部については、以下のホームページでもご参考いただけますので、ご利用ください。
厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/
茨城労働局ホームページ http://www.ibarakiroudoukyoku.go.jp/
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受賞者紹介

㈱日立製作所情報制御システム事業部立川 清次日東機設㈱池澤 裕恭

㈱日立製作所情報制御システム事業部渡辺 力栄日立電線商事㈱茨城支社植田 吉克

日立協和エンジニアリング㈱滑川 きよ江(財)関東電気保安協会日立事業所萩谷 修一

ＳＭＫ㈱ひたち事業所緑川 正一㈱新和製作所小川 博司

㈱コーヨー沼田 彰東邦殖産工業㈱藤咲 和弘

日立化成工業㈱山崎事業所圷 恭市㈱黒澤精機製作所長嶋 茂雄

日立アプライアンス㈱多賀事業所青野 宏二㈱岡部工務店堀口 明朗

日立アプライアンス㈱多賀事業所石川 文男東京発電㈱茨城事業所鈴木 利美

㈱茨城サービスエンジニアリング永沼 豊ビーエフ工業㈱磯原工場鈴木 龍司

日立市企業局海老沢 政幸高萩大建工業㈱大高 猛

㈱日本ＡＥパワーシステムズ国分事業所島田 久市日立ポートサービス㈱寺門 達也

㈱徳伸工業鈴木 健志泉商事㈱第一工場金沢 一夫

㈱根本製作所椎名 文子㈱秋山工務店須田 俊之

森六プレシジョン㈱長井 秀典㈱秋山工務店高野 和久

㈱日立製作所日立研究所横山 博之水木木材工業㈱磯崎 盛司

日立電線メクテック㈱(旧機器事業部)倉持 貞行日鉱金属㈱白銀工場日景 廣

日立電線メクテック㈱(旧ＭＥＣ事業部)平山 健一日鉱金属㈱日立事業所福原 牧夫

㈱日立工業所早川 裕司藤枝印刷石井 健治

ユニマテック㈱滑川 正己㈱日立産機システム木村 正男

㈱小林製作所久保木 輝美マックスファスニングシステムズ㈱加藤 賢治

㈱武蔵野化学研究所磯原工場加賀田 智子㈱多賀工事社屋代 光男

日鉱金属㈱磯原工場潮田 敏昭熊谷工業㈱小鍛治伊佐緒

日立地区通運㈱小林 一之日立土木㈱浅川 國光

日本ケミコン㈱高萩工場丹野 和広㈱日立茨城テクニカルサービス古市 功三

㈱テッコー佐々木 彰㈱ユーメック宮下 正憲

㈱アイメタルテクノロジー北茨城部品工場長野 誠一共和運輸㈱今野 千恵子

ムサシノガイギー㈱遠藤 修茨城電機工業㈱沼田 日出明

㈱中村自工深川製作所小見 安信㈱ジーエス茨城製作所三原 守

日立電線ファインテック㈱鈴木 正雄㈱亀屋工業所大和田 浩二

㈱日立常陽タクシー酒井 春美㈱日立製作所日立事業所伊藤 勇

ＡＥ機器エンジニアリング㈱瀬端 有司㈱日立製作所日立事業所川又 武雄

㈱友工社山本 博㈱日立製作所日立事業所三代 修

アイガ電子工業㈱河野 定男㈱カドワキ門脇 明彦

日立電線㈱電線工場佐々木 郁夫佐々木興業㈱沼田 雅博

日立電線㈱日高工場豊浦分工場渡辺 武史日興建設㈱小池 卓夫

日立電線㈱日高工場安井 健一(有)鈴木工業所松本 勝吉

日立電線㈱日高工場小島 義美日立セメント㈱須藤 義徳
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受賞者代表 謝辞

粉じん障害防止規則の改正について

規模５０人未満の事業場に対する長時間労働者への医師による面接指導の実施について

労働契約法の施行について

最低賃金法の改正について

パートタイム労働法の改正について

石綿（アスベスト）健康被害者のご遺族のみなさまへ


